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迫り来る「2009 年問題」 

どう対応するか？ 

 

◆製造派遣の「2009 年問題」とは？ 

2004 年の労働者派遣法改正において、

それまで認められていなかった製造業へ

の労働者派遣（製造派遣）が「１年間」

に限って解禁され、2007 年にはこれが

最長「３年間」に延長されました。2007

年３月の時点で契約１年以内であった労

働者派遣については、手続きを踏むこと

より契約期間を２年間延長することがで

きるようになりました。 

「2009 年問題」とは、2006 年３月

１日以降に締結された派遣契約が 2009

年３月１日以降に契約期間の上限を迎え、

その際に企業はどのように対応するかと

いう問題です。 

もっとも、2006 年夏の“偽装請負騒

動”以降に請負から労働者派遣に切り替

えた企業も多いため、派遣社員の契約期

間の上限到達が本格化するのは 2009

年秋以降だとも言われています。 

 

◆企業はどのように対応するか？ 

労働者派遣法においては、契約期間が

３年間を超えた場合に再度派遣契約を締

結する際には、３カ月間以上期間を空け

なければいけないとされています。そこ

で、派遣先企業の対応の選択肢としては、

（１）派遣から請負に切り替える、（２）

派遣から直接雇用に切り替える、ことが

考えられています。 

（１）の請負への切替えについては、業

務内容を検討しながら、「区分基準」（昭

和 61 年労働省告示第 37 号）で示され

ている条件等をクリアしていく必要があ

ります。その際には厚生労働省から発表

されている「製造業の請負事業の適正化

及び雇用管理の改善に関する研究会報告

書」（2007 年 6 月 29 日）にあるチェ

ックシートが参考になると思われます。

（２）の直接雇用への切替えについては、

人件費の増加などが特に中小企業を悩ま

す問題となります。 

いずれにしても、派遣先企業としては

自社におけるリスクを考えながら、適切

に対応していかなければなりません。 

 

◆大手企業における対応策は？ 

キヤノンは今年３月に、子会社を含め

た工場などの製造現場で働く派遣社員

（約 1 万 2,000 人）の受入れを年内に

全面的に打ち切り、半数を直接雇用の期

間社員、残りの半数を請負会社との契約

に切り替えることを明らかにしました。

同社は偽装請負があるとして労働局など

から指導を受け、派遣契約への切替えを

順次すすめていましたが、直接雇用と請

負とに再編する方針のようです。 

 

働きながら年金を 

満額もらうには？ 

 

◆在職老齢年金制度 

厚生年金は働きながら受け取ることも

できますが、「在職老齢年金制度」により、

賃金・年金額に応じて受給額が減額され

てしまいます。これには釈然としない人

も多いようですね。 
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厚生年金を満額受け取って働くにはど

うすればよいか、対策を考えてみます。 

 

◆対策その１：個人事業主になる 

在職老齢年金の仕組みでは、給料と年

金を組み合わせた収入が多い人について、

厚生年金の支給額が減額されます。ポイ

ントは、これらの計算対象となる収入と

は、あくまで「給料と賞与」である、と

いうことです。 

減額制度は、厚生年金に加入し続けて

働く人が対象です。個人事業主として独

立すれば、雇われて給料をもらうことは

ないので厚生年金から外れ、支給される

年金が減額されることも年金保険料を負

担する必要もなくなります。また、勤め

ていた会社で働き続ける場合でも、個人

事業主として業務委託契約を結べば、満

額もらうことができます。 

 

◆対策その２：厚生年金に加入しなくて

も済む形態で働く 

独立できるだけの専門的知識と技能が

ない場合、最も現実的なのは、厚生年金

に加入しなくても済む、非正規のパート

やアルバイトとして働くことでしょう。

原則、勤務日数か勤務時間のどちらかが

正社員の４分の３未満であれば、厚生年

金の加入義務はありません。 

また、従業員５人未満の個人事業所に

就職することも１つの方法です。業種に

もよりますが、勤務先の事業所が厚生年

金に加入しなくてもよいので、働く人も

減額の仕組みから外れます。 

 

◆気をつけたいポイント 

厚生年金に加入せずに働く場合、落と

し穴もあります。妻が専業主婦の場合、

夫が厚生年金保険から外れれば、妻も国

民年金の第１号被保険者となります。60

歳未満であれば国民年金保険料を支払う

必要が生じ、保険料負担が増えて世帯収

入が減るおそれもあります。また、厚生

年金保険料を支払い続ければ、当然退職

後に受け取る年金総額が増えます。目先

の年金額に目を奪われすぎると、かえっ

て損につながる恐れもあるのです。 

満額支給にこだわって手取り総額の減少

を我慢するか、減額されても手取り総額

を増やすか、あるいは満額受給しつつ起

業に挑戦するか、様々な選択肢が広がり

ます。年金の受取り方は、働き方やライ

フスタイルといった、老後生活全体を考

えることにつながりますので、よく考え

て選択するべきといえます。 

 

10 月から発足する「協会けんぽ」 

何が変わる？ 

 

◆「政管健保」から「協会けんぽ」へ 

現在、主に中小企業の従業員やその家

族など約 1,990 万人が加入している「政

府管掌健康保険」は国によって運営され

ていますが、今年の 10 月 1 日からは、

国から独立した新たな健康保険として発

足する「全国健康保険協会」（通称：協会

けんぽ）が運営を引き継ぐことになって

います。 

 

◆新たな保険証への切替え 

政府管掌健康保険に加入していた人は、

10 月１日以降、順次、新たな被保険者

証（保険証）に切り替えられます。保険

証の切替手続は会社を通じて行われます

が、任意継続被保険者の人には直接自宅

に保険証が郵送されます。10 月以降に

新たに協会けんぽに加入する人や保険証

の再交付の手続きをした人には、新たな

保険証が発行されます。 

なお、保険証の切替えが完了するまで

の間は、従来の保険証も引き続き医療機

関等で使用することができます。 

 

◆給付内容等は変更なし 

医療機関で受診する場合の自己負担割

合や高額療養費の負担限度額、傷病手当

金などの給付の金額や要件などは、これ

までと変わりありません。 


